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東京メトロ丸の内線・南北線後楽園駅から徒歩１分 
都営地下鉄三田線・大江戸線春日駅から徒歩１分 
ＪＲ総武線水道橋駅から徒歩８分 

国鉄分割・民営化に反対し、１０４７名解雇撤回闘争を支援する全国運動（国鉄闘争全国運動）
〒260-0017千葉市中央区要町２－８　ＤＣ会館内 ／ 電話０４３－２２２－７２０７ ／ ＦＡＸ０４３－２２４－７１９７ ／ nationwidemovement@yahoo.co.jp

国鉄闘争全国運動

６・１０全国集会
「国鉄闘争の火を消すな」全国運動の呼びかけ人
阿部宗悦（女川原発反対同盟）
伊藤　晃（日本近代史研究者）
入江史郎（スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合委員長）
宇都宮理（愛媛県職員労働組合委員長）
大野義文（元安芸労働基準監督署長）
大和田幸治（全国金属機械労働組合港合同事務局長）
鎌倉孝夫（経済学者・埼玉大学名誉教授） 
北原鉱治（三里塚芝山連合空港反対同盟事務局長）
金　元重（韓国労働運動史研究家）
高　英男（全日本建設運輸連帯労組関西地区生コン支部副委員長）
佐藤功一（元国労横浜支部執行委員・国労新鶴見操車場分会長）
鈴木達夫（弁護士・法政大学弾圧裁判弁護団長）
清野和彦（元福島県教職員組合委員長） 
手嶋浩一（元国労九州本部書記長） 
高山俊吉（弁護士・憲法と人権の日弁連をめざす会代表）
中江昌夫（元国鉄動力車労組副委員長）
中西五洲（元全日自労委員長）
西田　節（元総評オルグ・東部一般統一労働組合委員長）
葉山岳夫（弁護士・動労千葉顧問弁護団長）
花輪不二男（世田谷地区労働組合協議会顧問） 
宮城盛光（沖縄県北中城村議・元全軍労牧港支部）
山村ふさ（元日教組書記次長）
山本弘行（動労千葉を支援する会事務局長）
矢山有作（元衆議院議員）
ジャック・ヘイマン（国際港湾倉庫労働組合ローカル10執行委員）
シンディー・シーハン（アメリカ反戦の母）
全金本山労働組合
全日本建設運輸連帯労組関西地区生コン支部
韓国・民主労総傘下の主要な連盟、労組の代表32人

国鉄分割・民営化反対、１０４７名解雇撤回
新自由主義と闘う労働組合をつくろう！

６月１０日（日）午後１時（１２時半
開　　場）

文京シビックホール（東京都文京区春日
1－１６－２１ ）



職場に組織し、労働運動の復権・再建を目指したいと考えています。

　ＪＲ東日本では現在、検査修繕・構内業務の全面外注化をめぐる闘いが

正念場を迎えています。検査修繕職場における７～８割の業務の外注化と

１０００人以上の労働者の強制出向が狙われています。

　動労千葉は、全面外注化攻撃を「第２の分割・民営化攻撃」と位置づけ、

１０年以上にわたり外注化阻止の闘いを展開してきました。この中で他労組

も含め職場全体が外注化反対となり、平成採の若者が動労千葉に加入するな

どし、4月 1日の実施を阻止しました。

　国鉄闘争全国運動は２０１２年３月現在、２６人の個人、２労組、韓国の

民主労総傘下の主要な労組・連盟の代表３２人が呼びかけ人となり、４１の

地域・職場に支援・共闘組織がつくられています。

　
国鉄闘争全国運動は次の４つの性格を持っています。
①労働運動の後退・労働者の権利喪失の原点となった国鉄分割・民営化
攻撃をあいまいにすることなく、１０４７名の解雇撤回をめざす。

②労働運動の総屈服状況に抗して、全国の労働者の団結、新自由主義攻
撃に立ち向かう政治的な力をつくりだす。

③全国の職場・地域に無数の支援・共闘組織をつくることを通して、あ
らゆる職場・産別・地域から自主的な闘いを組織化する。

④被解雇者の闘いと生活を支える支援基金を募る。

　世界的な恐慌と長期不況、昨年の３・１１大震災と原発事故、１千兆円に

及ぶ財政赤字などの深刻な危機の中で、原発再稼働や復興特区、大阪・橋下

の攻撃など新自由主義の攻撃が激化しています。国鉄闘争全国運動は、国鉄

闘争を基軸に新自由主義と闘う労働運動をつくり出すことを呼びかけます。

　６月１０日、文京シビックホールで全国集会を開催します。多くの結集を

お願いします。

　１９８７年４月の国鉄分割・民営化から今年で丸２５を迎えます。国鉄分

割・民営化は、戦後最大の労働組合破壊の攻撃でした。のみならず、その後

の２０数年で実に１千万人以上が非正規雇用に突き落とされるなど、日本に

おける新自由主義の出発点でもありました。

　１０４７名の国鉄労働者の「解雇撤回」「原職復帰」を求める闘いは、総評

解散など労働運動の後退という厳しさの中でも、新自由主義に対する大きな

対抗軸となってきました。

　２０１０年４月９日の１０４７名闘争をめぐる政治和解にあたり、当時の

前原国交相は、「１０４７名は万全の雇用対策を講じてきたにもかかわらず結

果として解雇された方々」「民営化は大成果」「国鉄改革の完遂に全力あげる」

などの答弁や談話を繰り返しました。

　１０４７名解雇撤回闘争は、あれほどの国家的不当労働行為に手を染めた

政府にこのようなことを言わせるために２５年闘ってきたのでしょうか。「政

治和解」という形で、解雇撤回も政府による謝罪もないまま、国鉄分割・民

営化が正当化され、１０４７名の２０数年に及ぶ苦闘が否定されようとした

のです。

　ＪＲの現状は、分割・民営化の「完成」とはほど遠い代物です。分割・民

営化の行き着いた先は２００５年４月の尼崎事故に象徴される安全の崩壊で

あり、業務の外注化と労働者の非正規化による労働者への果てしない攻撃で

す。尼崎事故をめぐる裁判では、ＪＲ西日本の山崎前社長に無罪判決が出さ

れるなど、１０４７名問題だけでなく、国鉄分割・民営化で起きたすべてを

隠蔽し、正当化する動きが台頭しています。

　国鉄闘争全国運動は、これに対抗せねばならないという必死の思いで「国

鉄闘争の火を消すな」と訴え、２０１０年６月に国鉄闘争の新たな全国運動

としてスタートしました。国鉄分割・民営化こそ２０数年間の新自由主義の

出発点です。この問題をあいまいにせず、国鉄闘争全国運動を無数の地域・

国鉄闘争を軸に新自由主義と闘う労働運動つくりだそう


